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令和７年度中に岡山市消費生活センターに寄せられた消費生活に関する相談について、相談

者の年齢や相談の対象となった商品・役務、販売購入形態別等に集計し、その特徴などをとりま

とめ、岡山市の消費者被害防止の注意喚起とするものです。 

 

１ 内容 

【相談件数について】 

・総件数は4,９５４件で、前年（4,５２６件）から9.5％増加。 

・年代別では７０歳以上からの相談が最多（１,542件）。 

・40歳代からの相談が他の年代と比較して最も前年からの増加率が高かった。 

【相談事例トピックス】 

・SNSに関連した相談は513件、前年（449件）より14.3%増加。 

・通信販売に関連した相談は1,765件、前年（1,497件）より17.9％増加。 

【契約購入金額の状況】 

・契約購入金額の合計は約18億6百万円で、前年（18億3千１百万円）よりやや減少。 

  

２ 相談窓口 

岡山市消費生活センター（市役所本庁舎２階） 

電話：０８６－８０３－１１０９ 

相談受付時間：9時から１６時まで（土曜・日曜・祝日・年末年始を除く） 

 

３ その他  

・令和７年度はSNSが関係するトラブルの相談が増加し、SNS広告をきっかけとするトラブルが

多く寄せられたことから副題を『得したつもりが大損に!?ＳＮＳ広告に潜む甘い罠』としました。 

・詳細は別紙にてご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

得したつもりが大損に!?ＳＮＳ広告に潜む甘い罠 

（令和７年度消費生活相談の概要） 

 

【問い合わせ先】                      

岡山市 生活安全課消費生活センター 山本・青井 直通086-803-1105 内線3237 
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〜得したつもりが大損に!?ＳＮＳ広告に潜む甘い罠〜 
｢令和７年度岡山市の消費生活相談の概要｣ 

 
 令和８年７月 

岡山市消費生活センター 

1 相談件数                           

・４,９５４件の相談が寄せられ、前年（４,5２６件）から９．５％増加した。 

 

２ 契約当事者の年代別にみた相談件数    

・70歳以上からの相談が最も多く（１,５４２件・全体の3１.１％）、前年（１,４６１件）からは

５.５％増えており、引き続き増加傾向となっている。 

・20歳未満からの相談（１０２件）は前年から１４.６％増加、20歳代からの相談（４１７件）は

前年から２４.９％増加する中、40歳代からの相談（４９５件）が前年から２９.６％増加と、

他の年代と比較して最も増加率が高かった。 

 

３ 相談事例トピックス 
○SNSに関連した相談の状況 

・相談件数は513件と、前年（４４９件）より14.3％増加しており、令和２年度と比較し

て約３倍の相談件数となった。 

・中間層（35歳～6４歳）からの相談が255件（全体の49.7%）と最も多かったが、若年

層（１８歳～３４歳）は前年から28．4％増加し、増加率が高かった。 

○通信販売に関連した相談増加 

・相談件数は1,765件で、前年（1,497件）より17.9％増加し、主な内容として定期購入

トラブルの相談が引き続き多く寄せられた。 

・インターネット通販によるものは1,385件と、前年（1,132件）より22.3％増加した。 

・定期購入の相談（489件）のうち、商品・役務別にみると「化粧品」、「健康食品」の相談

が４１４件と全体の84.7％を占めていた。 

４ 契約購入金額の状況 
・契約購入金額の合計は、前年より１.４％減の約１8億６百万円、平均契約購入金額は、

前年より１１.７％減の約７8万９千円となり、いずれも減少した。 

（資料編） 
資料１ 契約当事者の年齢層別にみた相談事例 

資料２ 契約当事者の属性 

資料３ 契約当事者の年代別相談の状況 

資料4 契約当事者の年齢が１８～１９歳の相談状況 

資料5 商品・役務別にみた相談の状況 

資料6 販売購入形態別にみた相談の状況 
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１ 相談件数                                                 

・令和７年度の相談件数は４,９５４件で、前年（４,５２６件）から９．５％増加となった。 

・相談種別の内訳は、苦情相談が4,７５０件、問合せ等が２０４件となった。 

・相談受付方法の内訳は、電話相談が４,４73件、窓口相談が42２件、メール等文書による相談が５９

件となった。 

２ 契約当事者の年代別にみた相談件数                         

・70歳以上からの相談が１,５４２件（全体の３１．１％）と最も多く、前年（1,４６１件）より５.５％増えた。 

・20歳未満からの相談は１０２件（全体の2.１％）、20歳代からの相談は４１７件（全体の８.4％）で、

前年と比較して、それぞれ１４.６％増、２４.９％増と増加が目立った。 

・40歳代からの相談が４９５件で、前年から２９.６％増加、他の年代と比較して最も増加率が高かっ

た。 
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３ 相談事例トピックス                                       
○SNSに関連した相談の状況 

・SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）に関連した相談は513件で、前年より64件増加（14.

3％増）した。近年増加傾向が続いており、令和２年と比較して約３倍の相談件数となった。 

・年齢層別にみると、中間層（35～６４歳）からの相談が2５5件（全体の49.7％）と最も多く寄せら

れた。 

・前年と比較して、若年層（18～34歳）、中間層（35～64歳）、高齢層（65歳以上）では相談件数が

増加した。増加率では、若年層（18～34歳）が28.4％と最も高かった。 

・商品・役務別にみると「化粧品」の相談が1３２件と最も多く、続いて「健康食品」、「内職・副業」の相

談が多く寄せられた。 

 

 

 

 

SNSに関連した相談の契約当事者年齢層別の相談件数 
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令和５年度 令和６年度 
令和７年度 

  構成比 対前年増減率 

未成年層（17 歳以下） ５ 5 5 1.0％ 0.0% 

若年層（18～34 歳） 8０ ６７ ８６ 16.8％ 28.4% 

中間層（35～64 歳） 1６９ ２２８ 2５５ 49.7％ 11.8% 

高齢層（65 歳以上） ９０ １２７ 1４８ 28.8％ 16.5% 

不明 ２１ 2２ １９ 3.7％ ▼13.6% 

計 3６５ ４４９ ５１３ １００.0％ 14.3% 

（件） 

（単位：件） 
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SNS に関連した相談の購入商品別相談件数 

 
●相談事例 

（40代・女性からの相談） 

ＳＮＳ広告で、「縛りなし」「１回限り」と記載されている美容クリームを「公式サイトはこちら」をタップ

し、後払い決済で注文した。初回の商品代金はコンビニで支払ったが、２回目の商品が届いた。定期購

入を注文した覚えはない。未開封なので、返品したい。 

（６0代・女性からの相談） 

ＳＮＳ広告を見て１万１,６１６円のブラウスを注文。代引きで届いたブラウスを確認したところ、Ｌサイズ

と書かれているが通常より大きく着用できそうにない。また画面で見た品質とは違い安っぽい。返品

し返金してもらおうと思い電話をかけたが、すぐ切れてしまう。メールでも申出たが返信がない。どう

したらいいか？ 

☆ＳＮＳ広告からの商品購入によるトラブルに関連した相談が非常に多く寄せられました。 

 ・SNS広告を見てすぐに購入を決めるのはトラブルのもとです。慎重に検討しましょう。 

 ・SNS広告のリンク先のサイトの内容もよく確認しましょう。 

 ・信用性が不明なサイトは利用せず、メーカーの公式サイトなどから購入しましょう。 

 

（20代・男性からの相談） 

ＳＮＳで副業の勧誘があり申し込みした。その後、ＳＮＳから無料通話アプリでのやり取りに変更させら

れた。そのアプリ内で副業の依頼があり、報酬として５０万円受け取れると説明があった。まず報酬分

の５０万円を先に振り込んで欲しいと言われ昨日振り込んでしまった。その後連絡が一切取れなくなっ

た。どうしたらよいか。 

（５０代・女性からの相談） 

ＳＮＳで知り合った人に誘導されてスマホにアプリを入れ、個人情報や運転免許証を写真に撮って送っ

た。その後暗号資産の取引をして、ある程度お金が貯まったので出金しようとすると、お金が引き出せ

なかった。アプリを通してカスタマーセンターに相談すると、出金するために追加の支払いが必要と言

われた。不審に思い警察に相談すると、詐欺の手口で、支払ったお金はたぶん戻ってこないと言われ

た。個人情報を悪用されないかが心配だ。取引中、分からない事があり、知人から質問サイトを紹介さ

れて、クレジットカード情報を入力した。このサイトも詐欺ではないかと心配だ。 

☆SNSで知り合った人を介したトラブルに関連した相談も多く寄せられました。 

・ＳＮＳは匿名でのやり取りが可能です。ＳＮＳ上だけでのやり取りについては、プロフィール情報や相

手が書き込んだ情報を全てうのみにしないようにしましょう。 

・「簡単に稼げる」「すぐ儲かる」など、おいしい話には裏があります。疑うことも時には重要です。 

 ・一度支払ったお金を取り戻すのは困難です。支払う前に相談しましょう。 

 

商品・役務名  令和５年度 令和６年度 
令和 7 年度 

 対前年増減率 

化粧品 ８０ 141 132 ▼6.4% 

健康食品 3５ 52 48 ▼7.7% 

内職・副業 20 19 33 73.7% 

紳士･婦人洋服 18 17 31 82.4% 

ファンド型投資商品 33 29 25 ▼13.8％ 

その他 179 191 244 27.7％ 

計 365 449 513 14.3% 

（単位：件） 
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○通信販売に関連した相談増加 

・通信販売に関連した相談は1,765件で、前年（1,497件）より17.9％増加した。令和６年度は、 

1,500件を下回ったが、令和7年度は、再び増加した。 

・インターネット通販によるものは1,385件と、前年（1,132件）より22.3％増加した。 

・通信販売に関連する相談が全相談に占める比率は、平均34.6%（令和３～７年度）となっており、

販売購入形態としては最も比率が高い相談となっている。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（定期購入トラブル） 

・通信販売に関連した相談のうち、主な内容としては定期購入トラブルが引き続き多く寄せられた。 

・定期購入に関連した相談全体では、商品・役務別にみると、「化粧品」と「健康食品」で41４件と全

体の84.7％を占めていた。 

・前年と比較して、定期購入に関連した相談全体としては2.6%減であるが、令和5年度を基点する

と、令和6年度、令和7年度ともに２０％以上増加しており、高止まりの傾向にあると言える。 

 

定期購入に関連した相談の購入商品別相談件数                     （単位：件） 

 令和 4 年度 令和 5 年度 令和６年度 
令和 7 年度   

  対前年増減率 

購入商品

内訳 

化粧品 327 250 270 276 2.2% 

健康食品 105 100 173 138 ▼２０．２％ 

その他 41 53 59 75 27.1% 

計 473 403 502 489 ▼２.6％ 
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変更して表示しています
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●相談事例 

（40代・女性からの相談） 

ＳＮＳ広告で、「縛りなし」「１回限り」と記載されている美容クリームを「公式サイトはこちら」をタップ

し、後払い決済で注文した。初回の商品代金はコンビニで支払ったが、２回目の商品が届いた。定期購

入を注文した覚えはない。未開封なので、返品したい。 

（50代・男性からの相談） 

ＳＮＳの広告を見てサプリを申し込みした。「無料プレゼント 定期縛りなし」とあったので定期購入で

はないと思い申し込みした。商品が届き、同梱されている明細書を見ると、定期購入になっていること

がわかった。解約を申し出たが、申し出期限を過ぎているため２回目の商品を受け取ってからの解約

になると言われた。体に合わず必要ないので、返品すると伝えたが、解約料がいるなど言われた。どう

したらよいか。 

（80代・男性からの相談） 

ネット広告を見て、初回が安かったのでお試しのつもりで漢方薬を申し込みした。しかし、年間コース

の定期購入になっており、先日高額な商品が３袋届いた。４回受け取らないと解約できないとある。解

約したいが、電話を架けてもつながらない。 

☆「定期縛りなし」「１回限り」「解約不要」と広告に書いているが、定期購入だったという相談が多く寄せ

られました。 

 ・「定期縛りなし」は、回数の縛りはないが解約が必要な定期購入であることがほとんどです。 

 ・初回のお得な価格だけで解約する場合は、定価との差額の支払いが必要である等、解約の条件が規

約に定められている場合が多いです。 

 ・通信販売はクーリング・オフの規定がなく、解約や返品は事業者が定める規約に従うことになります。

申込前に返品や解約のルールをしっかりと確認しましょう。 

 ・「最終確認画面」はスクリーンショットで必ず保存しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コラム 「ダークパターン」とは？ 
「ダークパターン」とは、Webサイトやアプリで、消費者の意図に反して商品の購入やサービスの申 

込みなどを取らせるような画面設計や仕組みのことです。「重要な情報を視覚的に不明瞭にする」 

「退会／解約に手間や時間がかかる」などといったものがあげられます。 
  

 ＜ダークパターンの一例＞ 

例１ こっそり 
消費者の意思決定に関連する情報を隠した

り、偽装したり、告知を遅らせようとする。 

例２ 緊急性 
時間や量の制限を表示し、早く商品を購入す

るようにプレッシャーをかける。 
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４ 契約購入金額の状況                                       

・契約当事者における契約購入金額(請求された又は契約した金額)の合計は、約１８億６百万円とな

り、前年より１.４％減とやや減少した。 

・契約当事者一人当たりの平均契約購入金額(契約購入金額合計を金額の入った実数で除した額)

は約７８万９千円となり、前年より１１.７％減であった。 

・契約購入金額が1千万円以上の相談件数は31件と、前年（25件）より24.0％増加し、そのうち令

和6年度になかった暗号資産等の「ファンド型投資商品」の相談が10件あった。また、1億円を超え

る相談は１件であり、「集合住宅」に関する相談であった。 

・高齢者層（65歳以上）の契約購入金額の合計は、前年（約９億５千９百万円）と比較して22．８％減

少し、約７億４千万円（全体の４１.０％）となった。 
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契約購入金額が１千万円以上の件数（単位:件）

  （単位） 令和５年度 令和６年度 
令和７年度 

  対前年増減率 

契約購入金額 
（百万円） 

1,911 1,8３1 1,8０６ ▼１.４% 

(うち 65 歳以上） （1,2３２） （９５９） （７４０） （▼22.８%） 

平均契約購入金額 （千円） 936 ８９４ ７８９ ▼１１.７% 

契約購入金額が 1 千万円

以上の件数 
（件） 34 ２５ ３１ 2４.０% 

（件） （百万円） 
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資料１ 契約当事者の年齢層別にみた相談事例 

●高齢層（65歳以上） 

（相談事例） 

１ヵ月前、通信事業者を騙り電話があり、「①を押すように」とアナウンスが流れた。①を押したところ、

電話が犯罪に使われていると言われ、警察へ転送された。その後警察を騙る人物から利用している金

融機関や貯蓄のことや口座番号など聞かれた。同様の手口の詐欺について報道で流れていた。口座番

号を伝えたことが不安。 

☆自動音声ガイダンスから警察官役に交代し、金銭を個人名義の口座に振り込ませるような不審な電話 

に関する相談が多く寄せられました。 

・警察が電話口で金銭を振り込ませるようなことはありません。慌てず、消費生活センターや警察相談 

専用電話「＃９１１０」番に相談してください。 

 

（相談事例） 

「近所で工事をしているので、挨拶回りにきた。あなたの家の屋根を見たら屋根の塗料が剥がれ、ひび

割れているため塗装工事が必要だ」と勧められた。不安になり、見積もりを取った。工事日は１０日後

とあったが、よく考えると見積金額が高額なのでクーリング・オフしたい。 

☆挨拶回りと称して訪問し「屋根瓦がずれていて、放置すると危険」などと不安をあおり、その場で契約

させようとする点検商法に関する相談では、分電盤や給湯器、太陽光発電など様々なものがあります。 

・「無料です」と言われても、突然訪問してきた業者には安易に点検させないようにしましょう。 

・「工事が必要です」と言われてその場で契約せず、複数の業者から見積もりを取るなど、十分に検討し

た上で契約しましょう。 

  

（相談事例） 

２回目の商品は３箱も届き定期購入だと分かったが、定期購入は申し込んでいないため、返品を申し出

たところ「返品は受けられない。２回目の商品代金の１万4,1４６円と、キャンセル料１万2,7９４円の支

払いが必要だ」と言われた。注文時、購入条件は文字が小さくて読んでいない。９８０円だからサンプル

だと思っていた。支払いをしなければならないか。 

☆「価格」や「お試し」などを強調する健康食品の広告をみて1回だけと思い、注文したところ、定期購入で 

あったという相談が多く寄せられています。 

・商品申込時に購入条件をしっかり確認してから注文しましょう。 

・誤認する表示があった場合は、申し込みを取り消せる場合があります。困った時は、消費生活センタ

ーに相談しましょう。 

 

●中間層（35～64歳） 

（相談事例） 

賃貸住宅の退去にあたり、ペット可能の物件でネコを飼っていたため、請求された網戸の修理代は支

払うつもりである。しかし、他にハウスクリーニング代、エアコンクリーニング代、クロスの張替代、洗面

台の鏡の交換代、床修理代とあまりに高額な請求になっている。すべて支払わないといけないか。 

☆賃貸住宅の退去時に、修理代や清掃代などで高額な請求があったとの相談が寄せられました。 

 ・契約時には、貸主（管理会社や大家等）からの説明や契約内容をよく聞き、分からないことは、その場

で確認するようにしましょう。 

 ・入居するときには、貸主と一緒に入居時の状況を確認し、気になるキズや汚れがあった場合は、写真

を撮ったりして両者で記録に残しておきましょう。 

 ・入居中にトラブルがあった場合には、貸主にすぐ連絡し相談しましょう。 
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 ・退去するときには、入居時と同様に、できる限り貸主側と一緒に、写真を撮ったりメモを取ったりして

記録を残しながら、賃貸住宅の現状を確認しましょう。原状回復費用については、国交省のガイドライ

ンに基準が示されています。 

 

●若年層（１８～３４歳） 

（相談事例） 

好きなモデルのホームページを見ていると突然画面が変わり、ＵＲＬを押すと登録完了になった。「誤

作動の方はこちら」と表示があり、電話をした。個人情報を聞かれ、住所、名前、生年月日、電話番号を

教えた。１０分後別の番号から電話があり登録料を支払うように言われた。高額であったので、支払え

ないと言うと、ローンを組んでも支払えと言われた。その後、電話があったが出ていない。ＳＭＳには、

法的措置を取るというメッセージが届いている。今後どうしたらいいか。 

☆不審な電話やインターネットで相手に個人情報を伝えてしまいトラブルになる相談が寄せられています。 

 ・有料サイトに登録したと利用者に思わせて不当な請求をする、ワンクリック請求の手口と思われます。

表示された番号等には連絡しないようにしましょう。 

 ・不安に感じたり、個人情報を伝えてしまった場合には、消費生活センターに相談しましょう。  

 

●未成年層（１７歳以下） 

（相談事例） 

私が以前使用していたスマートフォンを中学生の娘に使わせていたが、最近キャリア決済額が高額に

なっていることに気が付いた。娘に問いただすと、有料ゲームで課金をしていたことが分かった。返金

できないだろうか。 

☆保護者からオンラインゲーム課金に関する相談が多数寄せられました。 

 ・保護者の古いスマホや子ども専用のスマホで遊ばせる場合は、子ども専用のアカウントを作成し、「ペ

アレンタルコントロール」機能を利用するなどして、保護者が管理できるようにしましょう。 

 ・オンラインゲームで課金する場合のルールを家族でしっかり話し合っておきましょう。 

 ・クレジットカードの保管についても、子どもに利用させないような場所に保管するなどの注意が必要

です。 

 

 

 

資料２ 契約当事者の属性 

 

 

男性

41.1%
女性

53.7%

その他・不明

5.1%

契約当事者の性別

給与生活者

35.9%

無職

29.9%

家事従事者

16.8%

自営・自由

3.0%

学生

3.6%

団体

2.2%

その他・不明

8.6%

契約当事者の職業
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資料３ 契約当事者の年代別相談の状況 

 

契約当事者の年代別相談件数                               （単位：件） 

  

 

契約当事者の年代別にみた商品・役務の相談件数（上位５項目）              （単位：件） 

 

 

 

契約当事者の年代 令和 5 年度 令和６年度 

令和７年度 

  構成比 
対前年 

増減率 

20 歳未満 １２７ ８９ １０２ ２.１% 1４.6% 

(参考：うち 18～19 歳） （５６） （４２） （５２） （１.0%) （2３.８%) 

20 歳代 3８６ 3３４ ４１７ ８.4% ２４.９% 

30 歳代 3４２ 3１９ 3４９ 7.0% ９.４% 

40 歳代 4０３ ３８２ ４９５ １０.０% ２９.６% 

50 歳代 6１1 6４７ 6８５ 1３.８% 5.9% 

60 歳代 6９４ 6３５ ７４１ 1５.0% １６.７% 

70 歳以上 1,32５ 1,４６１ 1,５４２ 3１.１% ５.５% 

不明 ６１２ 6５９ 6２３ 1２.6% ▼５.５% 

計 4,５０0 4,5２６ 4,９５４ 100.0% ９.５% 

順位 17 歳以下 件数 18～19 歳 件数 20 歳代 件数 30 歳代 件数 

1  他の教養･娯楽 ２４ 理美容 ９ 理美容 ５３ 集合住宅 ３０ 

2  健康食品 
各５  

商品一般 ８ 集合住宅 3８ 商品一般 2７ 

3  紳士・婦人洋服 健康食品 ７ 商品一般 
各 28

理美容 2２ 

4  化粧品 ３ ・電気 

・集合住宅 

・役務その他 

各３ 
役務その他 役務その他 

各 17  
5  戸建住宅 2 内職･副業 ２１ 内職・副業 

順位 40 歳代 件数 50 歳代 件数 60 歳代 件数 70 歳以上 件数 

1  商品一般 4８ 商品一般 ６６ 商品一般 １１０ 商品一般 ３１６ 

2  集合住宅 ４１ 化粧品 ６１ 化粧品 ９６ 化粧品 10２ 

3  化粧品 ２９ 集合住宅 3７ 
紳士・婦人洋

服 
３６ 電報・固定電話 ８８ 

4  役務その他 ２１ 戸建住宅 ３２ 
インターネット

通信サービス 
３２ 健康食品 8４ 

5  戸建住宅 ２０ 健康食品 ３０ 健康食品 ３１ 
移動通信サー

ビス 
５７ 
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資料４ 契約当事者の年齢が１８～１９歳の相談状況 

・民法改正により令和4年4月１日から成人となった１８歳、１９歳が契約当事者となる相談の件数は、

５２件で、前年と比べ1０件増加（2３.８％増）した。 

・契約当事者の親族など、契約当事者本人以外からの相談が３８．５％（２０件）と他の年代と比べて

割合が高く、また、前年より４件増加（２５.０％増）した。 

・商品・役務別にみると、「理美容」に関する相談が９件と最も多く、次いで「商品一般」に関する相談

が多かった。 

・販売購入形態別にみると、「通信販売」に関する相談が２２件寄せられ、そのうち１７件がインターネ

ット通販に関する相談であった。また、「店舗購入」に関する相談は1４件であった。 

                        

                      （単位：件） 

  令和６年度 令和７年度 

相談総件数 4,5２６  4,９５４  

（うち親族等からの相談） (7４６) (7７５) 

契約当事者が１８～19 歳の相談件数 ４２ ５２ 

（うち親族等からの相談） (１６) (２０) 

職業等 

順位 名称等 件数 名称等 件数 

1 学生 ２８ 学生 ３４ 

2 給与生活者 ８ 給与生活者 １１ 

3 無職・不明 ３ 無職・不明 ７ 

商品・役務 

順位 名称等 件数 名称等 件数 

1 化粧品 ５ 理美容 ９ 

2 健康食品 ４ 商品一般 ８ 

3 レンタル・リース・貸借 ４ 健康食品 ７ 

4 理美容 ４  

・電気 

・集合住宅 

・役務その他 

各３ 

販売購入形態 

順位 名称等 件数 名称等 件数 

1 
通信販売 21 通信販売 2２ 

（インターネット通販） (２１) （インターネット通販） (１７) 

2 店舗購入 １0 店舗購入 1４ 

3 不明 ８ 不明 ９ 

4 ネガティブ・オプション 2 電話勧誘 ３ 
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資料５ 商品・役務別にみた相談の状況 

◎「商品一般」（商品・役務の内容を特定・分類できないもの） 

・前年より５３件増加（８.０％増）し、７１６件と、最も多くの相談が寄せられた。 

・＋（プラス）から始まる番号からの不審な電話（国際電話）、宅配便に関する不審なメール、利用し

た覚えがないクレジットカードの請求に関する相談等多くの相談が寄せられた。 

◎「化粧品」(ファンデーションや美容クリーム、育毛剤など) 

・前年より5件減少（1.５％減）し、3２８件となった。 

・「定期購入」に関する相談が多く寄せられた。 

◎「集合住宅」(アパート、マンションなど) 

・前年より４７件増加（２６．６％増）し、２２４件となった。 

・退去時の高額な修繕費の請求に関する相談が多く寄せられた。 

◎「役務その他」(食事の宅配、冠婚葬祭、家事以外の役務サービス) 

・前年より38件増加（２１．２％増）し、２１７件となった。 

・質問サイトでの問い合わせ、広告代理サービス、廃品回収サービスのほか様々な相談等が寄せられ

た。 

◎「健康食品」(ダイエットサプリメントや栄養補助食品など) 

・前年より３６件減少（１５．７％減）し、１９３件となった。 

・「定期購入」に関する相談が多く寄せられた。 

◎「インターネット通信サービス」(モバイル以外のインターネット通信サービス) 

・前年より３０件増加（２１．１％増）し、1７2件となった。 

・訪問販売や電話勧誘による光回線や Wi-Fi ルーターの契約、解約に関する相談が寄せられた。 

◎「内職・副業」（在宅ワーク、副業サイトなど） ※上位１０項目以外で増加率が高いもの 

・前年（43件）より３０件増加（６９.８％増）し、7３件となった。 

・「簡単に儲かる」と誘われ指示されるまま、副業のために指示を受けて消費者金融で借りたお金

を支払ってしまったという相談が寄せられた。 

商品・役務別にみた相談件数（上位１０項目）                          （単位：件） 

順位 商品・役務名 令和６年度 
令和７年度 

  対前年増減率 

1 商品一般 6６３ ７１６ ８.０% 

2 化粧品 ３３３ 3２８ ▼1.５% 

3 集合住宅 １７７ 22４ ２６.６% 

4 役務その他 １７９ 2１７ 21.２% 

5 健康食品 ２２９ 1９３ ▼１５.７% 

6 インターネット通信サービス 1４２ 1７２ ２１.１% 

7 戸建住宅 1５８ 1３９ ▼１２.0% 

8 移動通信サービス 1６２ 13４ ▼１７.３% 

9 電報・固定電話 １２７ 1１７ ▼７.９% 

10 紳士・婦人洋服 ８８ 1１２ ２７.３% 
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資料６ 販売購入形態別にみた相談の状況 

（１） 相談の多い販売購入形態 

◎「通信販売」（事業者がインターネット等で広告し、電話等の通信手段により申込みを受ける取引） 

・前年より２６８件増加（１７.９％増）の1,７６５件で、最も相談の多い形態であった。 

・「インターネット通販」に関する相談が７８.５％を占め、SNSやインターネット上の広告をきっかけ

とする化粧品や健康食品の「定期購入」に関する相談が多く寄せられた。 

 

◎「店舗購入」 

・前年より５１件増加（６.０％増）し、９０２件となった。 

・賃貸アパート等の退去時における修繕費用の高額請求や、脱毛エステ店の閉店等に起因した施術

費用の返金、車の購入や修理費用に関する相談が多く寄せられた。 

 

◎「電話勧誘販売」（事業者が消費者に電話をかけ、または特定のやり方で電話をかけさせ、その

電話における勧誘により、郵便等で契約を締結する販売方法） 
・前年より４９件増加（2１.８％増）し、2７４件となった。 

・光回線加入やWi-Fiルーターに関する相談のほか、魚介類販売の勧誘に関する相談が多く寄せら

れた。 

 

◎「訪問販売」（事業者が消費者の自宅等に訪問して、商品やサービスを販売する方法） 

・前年より８件増加（３.６％増）し、2３０件となった。 

・光回線加入の勧誘のほか、屋根の補修工事に関する相談が多く寄せられた。 

 

販売購入形態別にみた相談件数                                

※「店舗外購入」とは、販売購入形態のうち「店舗購入」と「不明・無関係」を除いた、「通信販売」「電話勧誘販 

売」「訪問販売」「その他無店舗」「訪問購入」「マルチ・マルチまがい」「ネガティブ・オプション」の形態。 

 

（単位：件） 

 

 

販売購入形態 令和６年度 

令和７年度 

  構成比 
対前年 

増減率 

店舗購入 ８５１ ９０２ 18.２% ６.０% 

店舗外購入 

通信販売 1,497 1,７６５ 3５.６% １７.９％ 

（うちインターネット通販） (1,132) (1,385) （７８.5%） （２2.3%） 

電話勧誘販売 225 2７４ 5.５% 2１.８％ 

訪問販売 222 2３０ 4.６% ３.６% 

訪問購入 39 ２４ 0.５% ▼３8.５% 

マルチ・マルチまがい 25 ３０ 0.6% 2０.0% 

その他無店舗 21 ４２ 0.８% １００.0％ 

ネガティブ・オプション 26 ８ 0.２% ▼６９.２% 

不明・無関係 1,620 1,6７９ 3３.９% ３.６% 

計 4,526 4,９５４ 100.0% ９.５% 
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販売購入形態別にみた商品・役務の相談件数（上位5項目）                      （単位：件） 

 

（２） 販売購入形態別にみた契約当事者年齢層の状況 

・「通信販売」では中間層（３5～６４歳）からの相談が最も多く（42.2％）寄せられ、「インターネット

通販」に関する相談においては中間層の割合がより高く（４５.7％）なった。 

・「電話勧誘販売」「訪問販売」「訪問購入」では、いずれも高齢者層（65歳以上）からの相談が最も

多く寄せられ、特に「訪問購入」では高い割合（58.3％）を占めた。  

順位 
店舗購入 訪問販売 通信販売 マルチ・マルチまがい 

商品・役務名 件数 商品・役務名 件数 商品・役務名 件数 商品・役務名 件数 

1  集合住宅 1４８ 
インターネット

通信サービス 
4３ 化粧品 ３０８ 健康食品 １２ 

2  理美容 ９４ 戸建住宅 ２５ 健康食品 1５4 化粧品 

各 3   3  自動車 6９ 電気 ２１ 商品一般 ９８ ファンド型投資商品 

4  医療 5０ 衛生サービス １５ 役務その他 ９４ 内職・副業 

5  移動通信サービス ４７ 空調･冷暖房･給湯設備 １３ 紳士・婦人洋服 ８７ 商品一般、洋装下着 2 

順位 
電話勧誘販売 ネガティブ・オプション 訪問購入 その他無店舗 

商品・役務名 件数 商品・役務名 件数 商品・役務名 件数 商品・役務名 件数 

1  
インターネット 

通信サービス 
49 

商品一般、医薬

品、かばん、化粧

品、電話機・電話

機用品、菓子類、

掃除用具、魚介類 

各１  

アクセサリー ７ 商品一般 
各４ 

2  役務その他 3８ 商品一般 ６ ファンド型投資商品 

3  移動通信サービス ３０ 履物 ３ 戸建住宅 
各３  

4  魚介類 ２６ 
健康食品、食生活機器、食

品・台所用品、紳士・婦人

洋服、書籍・印刷物、音響・

映像製品、他の教養娯楽

品、役務その他 

各１ 
役務その他 

5  内職・副業 ２２ 
空調・暖房機器、紳士・婦

人洋服、集合住宅、衛生

設備、移動通信サービス 
各 1 

3.1%

2.5%

0.3%

25.0%

9.5%

36.7%

13.0%

18.2%

12.1%

12.3%

22.6%

37.5%

38.1%

23.3%

20.8%

29.1%

34.3%

45.7%

42.2%

37.3%

37.5%

38.1%

26.7%

58.3%

50.4%

34.7%

31.4%

34.0%

28.9%

14.3%

13.3%

16.7%

7.0%

12.8%

7.7%

9.0%

10.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ネガティブ・オプション

その他無店舗

マルチ・マルチまがい

訪問購入

訪問販売

電話勧誘販売

（インターネット通販）

通信販売

店舗購入

販売購入形態別にみた契約当事者年齢層の割合

未成年層

（17歳以下）

若年層

（18～34歳）

中間層

（35～64歳）

高齢層

（65歳以上）

不明


